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第1問(20点) 各4点×5ヶ所 

次の取引について仕訳を行いなさい。ただし，勘定科目は下記の中から も適切なものを選択すること。 
 
現 金  当 座 預 金  普 通 預 金  受 取 手 形  電 子 記 録 債 権  売 掛 金 

棚 卸 資 産  機 械  備 品  支 払 手 形  電 子 記 録 債 務  買 掛 金 

減価償却累計額  資 本 金  資 本 準 備 金  その他資本剰余金  利 益 準 備 金  別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金  売 上  受 取 利 息  売 上 原 価  減 価 償 却 費  研 究 開 発 費 
 
1．Ｓ社の期末棚卸資産のうち￥45,000はＰ社(Ｓ社株式を70％所有)から仕入れたものである。連結財務諸表の作成にあたり，未実現

利益の消去を行う。なお，商品は売上総利益率30％にて販売している。 

2．特定の研究開発目的のみに使用し，他の目的に使用できない機械装置￥380,000を購入し，普通預金口座から支払った。 

3. 3月末日の決算に伴い，備品の減価償却(記帳方法:間接法)を行う。なお，備品の年間減価償却費は￥150,000であり，月次決算に

より2月末までに計上した予定額は￥137,500である。 

4. 株主総会の決議により，利益準備金￥250,000を剰余金へ振替えることとした。なお，減少する利益準備金は繰越利益剰余金とし

て処理する。 

5. 新潟株式会社は，山形商店に対する買掛金￥300,000の支払いのため，取引銀行を通じて発生記録の請求を行い，電子記録に係る

債務が発生した。 
 

 
仕                            訳 

借  方  科  目 金   額 貸  方  科  目 金   額 

1 売 上 原 価  13,500 棚 卸 資 産 13,500 

2 研 究 開 発 費  380,000 普 通 預 金 380,000 

3 減 価 償 却 費  12,500  減 価 償 却 累 計 額 12,500 

4  利 益 準 備 金  250,000 繰 越 利 益 剰 余 金 250,000 

5 買 掛 金  300,000 電 子 記 録 債 務 300,000 

 
第2問(16点) ●印各2点×8ヶ所 

次のファイナンス・リース取引に関する資料に基づいて，解答用紙に示す当期(決算日：Ｘ5年3月31日)の各金額を答えなさい。なお，

解答にあたっては，利子込み法と利子抜き法に分けて計算すること。 

1．リース物件の内容 

リ ー ス 物 件 リース取引開始日 リ ー ス 期 間 残 存 価 額 年 間 リ ー ス 料 見積現金購入価額 

機械 Ｘ4年4月1日 3年  ゼロ ￥250,000 ￥600,000 

2．年間リース料は各年度末に1年分を現金により後払いしている。 

3．リース料総額に含まれる利息相当額￥150,000の期間配分を行う場合，定額法によること。 

4．減価償却はリース期間を耐用年数とし，定額法により行う。 

5．解答欄の数字がゼロになる場合は0と記入すること。 
 
 リース資産(取得原価) リ ー ス 債 務 残 高 減 価 償 却 費 支 払 利 息 

利子込み法  ￥ ●   750,000  ￥ ●   500,000  ￥ ●   250,000 ￥ ●   025, 00 

利子抜き法  ￥ ●   600,000  ￥ ●   400,000  ￥ ●  00200,000  ￥ ●   050,000 
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第3問(20点)  ●印各2点×10ヶ所 

下記の有価証券に関する資料に基づいて，次の1.～10.に示す金額を答えなさい。なお，会計期間は1年間とし，決算日はＸ5年3月31

日である。なお，税効果会計については考慮外とすること。 
 

銘柄 所有目的 取得原価 帳簿価額 時価 備考 

Ａ社株式 売 買 ￥820,000 ￥850,000 ￥780,000 切放方式を採用している。 

Ｂ社株式 売 買 各自算定 各自算定 ￥2,475,000 当期首に株式400株を＠￥8,000で取得したものである(なお，そ

の他，売買手数料￥32,000を要した)。当期中に，100株を1株に

つき￥8,500で売却していたが，未処理であった。 

Ｃ社社債 満期保有 ￥570,000 各自算定 ￥578,000 Ｘ4年8月1日に額面金額＠￥100を，＠￥95で発行と同時に取得

したものである。償還期限は5年，表面利率は年2％，利払日は

年1回7月31日であり，償却原価法(定額法)により処理する。 

Ｄ社株式 支 配 ￥630,000 ￥630,000 ￥650,000 Ｄ社の発行済株式数の80％を所有している。 

Ｅ社株式 影響力行使 ￥170,000 ￥170,000 ￥150,000 Ｅ社の発行済株式数の40％を所有している。 

Ｆ社株式 長期保有 ￥330,000 ￥330,000 ￥370,000 当期首に取得しており，全部純資産直入法を採用している。 
 
0 1. 当期の損益計算書に計上される有価証券売却損益 

0 2. 当期の損益計算書に計上される有価証券評価損益 

0 3. Ｃ社社債について，当期末の貸借対照表価額(償却原価) 

4. 当期の損益計算書に計上される有価証券利息 

0 5. Ｄ社株式について，当期末の貸借対照表価額 

6．Ｅ社株式について，当期末の貸借対照表価額 

7．Ｆ社株式について，当期末の貸借対照表価額 

0 8. 当期末の貸借対照表に計上される未収収益 

0 9. 当期末の貸借対照表に計上される有価証券 

010. 当期末の貸借対照表に計上される投資有価証券 

(注)(  )には，「損」又は「益」を記入すること。 

 

第4問(14点)  ★印各4点×3ヶ所，●印2点×1ヶ所 

次の資料に基づいて，税効果会計を適用した場合における，解答欄に記載した各金額を答えなさい。なお，法人税等の実効税率は30％
とし，前期以前に一時差異は発生していないものとする。 
1．決算における税引前当期純利益は￥400,000である。 
2．備品￥200,000につき減価償却費￥37,500を計上したが，税務上￥17,500の損金算入が認められない。 
3．売掛金期末残高￥80,000に対して2％の貸倒引当金を計上したが，税務上損金算入が認められない。 

4．長期保有目的として所有する株式(取得原価￥5,000)の時価が￥3,500となったため，全部純資産直入法を採用し時価評価を行う。 

 

課 税 所 得 法人税，住民税及び事業税 法 人 税 等 調 整 額  繰 延 税 金 資 産 その他有価証券評価差額金 

￥ ● 419,100 ￥ ★ 125,730 ￥ ★ 15,730 ￥ ★ 6,180 ( 借 ) ￥ ★ 1,050 

(注)(  )には，「借」又は「貸」を記入すること。 

1 2 3 4 5 

( 益 ) ￥ ● 42,000  ( 損 ) ￥ ● 19,000 ￥ ● 000574,000 ￥ ● 000612,000 ￥  ●  01630,000 

6 7 8 9 10 

￥ ●  00 170,000 ￥ ●  03,370,000 ￥ ● 01,948,000 ￥ ● 03,255,000 ￥  ●  01944,000 
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第5問(30点) 

次の資料により，貸借対照表を作成しなさい(決算日：年1回3月31日)。なお, その他有価証券に関してのみ税効果会計を適用してお

り，法定実効税率は30％である。 

Ⅰ．決算整理前残高試算表 

  決算整理前残高試算表   

  Ⅹ5年3月31日  (単位：円) 

借 方       金 額       貸 方       金 額       

現 金 220,000 買 掛 金 650,000 

当 座 預 金 450,000 短 期 借 入 金 450,000 

電 子 記 録 債 権 480,000 仮 受 金 60,000 

売 掛 金 250,000 退 職 給 付 引 当 金 150,000 

売 買 目 的 有 価 証 券 150,000 貸 倒 引 当 金 8,400 

繰 越 商 品 115,000 建物減価償却累計額 500,000 

短 期 貸 付 金 180,000 備品減価償却累計額 100,000 

建 物 1,000,000 資 本 金 1,439,750 

備 品 400,000 資 本 準 備 金 250,000 

土 地 1,500,000 利 益 準 備 金 220,000 

満 期 保 有 目 的 債 券 145,500 新 築 積 立 金 125,000 

そ の 他 有 価 証 券 175,000 繰 越 利 益 剰 余 金 354,900 

仕 入 2,400,000 売 上 3,400,000 

販 売 管 理 費 210,000 受 取 利 息 4,950 

保 険 料 36,000 有 価 証 券 利 息 4,500 

支 払 利 息 13,500 受 取 配 当 金 7,500 

 7,725,000   7,725,000 

 

Ⅱ．未処理事項 

01．仮受金は得意先からの売掛金回収額であることが判明した。 

02．仕入先の掛代金￥55,000につき，小切手を振出して支払っていたが未処理であった。 

03．配当金領収証￥7,500を受取っていたが未処理であった。 

 Ⅲ．決算整理事項等 

01．期末商品棚卸高は次のとおりである。なお，棚卸減耗損，収益性の低下による評価損は売上原価に算入する。 

        帳簿棚卸高￥120,000  実地棚卸高￥112,000  正味売却価額￥110,000 

02．売上債権(電子記録債権及び売掛金)の期末残高に対し3％の貸倒引当金を差額補充法により設定する。 

03．売買目的有価証券は次のとおりである。 

甲社株式：帳簿価額￥150,000  時価￥162,000 

04．満期保有目的債券は，Ⅹ4年4月1日に社債1,500口(期間5年，利率年3％，利払日は年2回3月及び9月末日)を発行と同時に額面＠

￥100につき＠￥97で買入れたものである。取得価額と額面金額との差額については，償却原価法(定額法)を適用し，月割計算に

よって処理する。 

05．その他有価証券は次のとおりである。評価差額は全部純資産直入法により処理すること。 

乙社株式：帳簿価額￥175,000  時価￥195,000 

06．固定資産について下記の方法により減価償却を行う。なお，残存価額はゼロとする。 

  建物：定 額 法  耐用年数40年 

  備品：200％定率法  耐用年数08年 

07．退職給付引当金の当期末残高を￥175,000に設定する。 

08．未収利息を￥450計上する。 

9. 保険料はⅩ4年7月1日に向こう3年分を支払ったものであり，前払分を適正に処理すること。 

10．法人税，住民税及び事業税は￥199,080であった。 
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第5問(30点) ●印各2点×15ヶ所 

 

貸 借 対 照 表 

 Ⅹ5年3月31日現在 (単位：円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

Ⅰ  流 動 資 産      Ⅰ  流 動 負 債        

  現 金 預 金   ( ● 622,500 ) 買 掛 金    ( ● 595,000 ) 

  電子記録債権 ( 480,000 )    短 期借入金    (  450,000 ) 

 貸 倒引当金 ( 14,400 ) (  465,600 ) 未払法人税等    (  199,080 ) 

 売 掛 金 ( 190,000 )    流動負債合計  (  1,244,080 ) 

  貸 倒引当金 ( 5,700 ) ( ● 184,300 ) Ⅱ  固 定 負 債        

有 価 証 券    ( ● 162,000 ) 退職給付引当金    ( ● 175,000 ) 

  商 品   ( ● 110,000 )     ( 繰延税金負債 )  ( ● 6,000 ) 

 短 期貸付金   (  180,000 ) 固定負債合計  (  181,000 ) 

( 未 収 収 益 )   ( ● 450 ) 負 債 合 計  (  1,425,080 ) 

 前 払 費 用   ( ● 12,000 ) 純 資 産 の 部 

流動資産合計   (  1,736,850 ) Ⅰ 株 主 資 本      

Ⅱ  固 定 資 産       1.資 本 金    ( 1,439,750 ) 

 1.有形固定資産       2.資本剰余金      

 建 物 ( 1,000,000 )     (1)資 本準備金 ( 250,000 ) 

 減価償却累計額 ( 525,000 ) ( ● 475,000 )     資本剰余金合計 ( 250,000 ) 

 備 品 ( 400,000 )     3.利益剰余金      

 減価償却累計額 ( 175,000 ) ( ● 225,000 )  (1)利 益準備金    ( 220,000 ) 

 土 地   (  1,500,000 )  (2)その他利益剰余金     

有形固定資産合計   (  2,200,000 )  新 築積立金  ( 125,000 ) 

 2.投資その他の資産       繰越利益剰余金  ( ● 0,819,420 ) 

投資有価証券   ( ● 341,400 )  利益剰余金合計  ( 1,164,420 ) 

(長期前払費用)   ( ● 115,000 )  株主資本合計  ( 2,854,170 ) 

投資その他の資産合計   (  356,400 )  Ⅱ 評価･換算差額等  

固定資産合計   (  2,556,400 )  その他有価証券評価差額金 ( ● 1,014,000 ) 

      評価･換算差額等合計  ( 14,000 ) 

      純 資 産 合 計 ( 2,868,170 ) 

資 産 合 計   (  4,293,250 )  負債・純資産合計 ( 4,293,250 ) 
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